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算定基礎届の提出を終えました。御協力　ありがとうございます。

算定基礎届の内容が反映された標準報酬月額決定通知書は、９月半ばまでに社会保険事務所から直接事業所に郵送されてきます。４、５、６月の給与データが記載されていますので、開封の際は十分ご注意下さい。
従業員に子供が生まれた場合、以下のような業務があります。

●出産育児一時金の請求（社会保険の手続）

　妊娠４ヶ月（85日）以後の出産に対して、１児ごとに35万円を支給。（産科医療補償制度加入病院での出産の場合、38万円）
平成21年10月１日以後の出産には39万円が支給になります。（産科医療補償制度加入病院での出産の場合、42万円）

●出産手当金の請求（社会保険の手続）

　出産をした女子従業員が、出産予定日より４２日以前から出産後５６日までの間、出産のため仕事を休み、給料を受け取れないとき支給される。

　欠勤１日につき、賃金の２／３を支給。
～従業員が育児休業をとった場合～

●育児休業取得申出書（社会保険の手続）

３歳未満の子どもを育てるために、産後休業後も休業している者がいる場合、その期間の本人・事業主の社会保険料は免除になります。かつ、免除期間の社会保険の被保険者の資格に変更はなく、育児休業に入る前の保険料をもとにして給付金等が計算されます。

●育児休業給付金（雇用保険の手続）

　①育児休業基本給付金

　　育児休業期間中（最大子どもが１歳半まで）、休業開始前の賃金の３割を支給する

　②育児休業者職場復帰給付金

休業開始前の賃金の２割×育児休業基本給付金の支給対象日数　を支給

※休業終了後６ヵ月間雇用されたときに支給
近年、休職する方も増えているようです。特にメンタルヘルスでの休職が増えてきています。休職期間満了時において傷病から回復していない、と会社から判断されて退職、または解雇になった従業員が不当として撤回を要求するなどのトラブルが増えています。
　会社として気をつける点は、以下のとおりです。
①休職前の業務に従事できないとしても、配置される可能性のあるほかの業務があり、本人も同意するならば、復職に応じなければいけません。雇入れ時に職種を特定して雇い入れた場合でも、配置される現実的可能性のある他の業務に従事できるか否かを検討する方がよいでしょう。
　その企業の規模や社員の配置、異動の可能性によって結論も変わってきます。
②復職を申し出た時点で100％回復していなくても、短期間に回復・治癒する場合には復職させる必要があります。実際に2,3ヶ月程度の期間を見ることによって完全に復職することが可能であった場合、休職期間満了として退職とした扱いを無効とした例もあります。
治癒したか否かの判断は難しい部分です。以上の点を考慮し、医師の意見も参考にして、本人と話し合いを行うのがよいでしょう。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？
Ｑ；現在65歳の会社役員です。年額203万円(内訳:老齢厚生年金報酬比例部分120万円、経過的加算額5万円、老齢基礎年金78万円)の年金をもらえるのですが、報酬が高いため現在は全額支給停止になっています。このたび、報酬を30万円に変更する予定です。今後年金は支給されるのでしょうか？
Ａ；支給停止となる額は、年金の「基本月額」と、標準報酬月額と標準賞与で決定される「総報酬月額相当額」の合計により決まります。

65歳になると特別支給の老齢厚生年金は終了し、老齢基礎年金と老齢厚生年金にかわります。65歳からは、年金の支給停止になる部分は老齢厚生年金のうち、報酬比例部分のみです。経過的加算額と老齢基礎年金は給与に関係なく、全額支給されます。60歳台前半の年金との違いは、「支給停止調整額」が28万円から48万円に緩和されること、どんなに高報酬の人でも経過的加算額と老齢基礎年金が全額支給されることです。
【65歳からの支給停止額の基準】
Ａ=基本月額：報酬比例部分の年金額
÷12
Ｂ＝総報酬月額相当額：(当月の標準報酬月額＋当月以前１年間の標準賞与額
÷12
　年金月額と標準報酬月額により支給停止額は以下のようになります。
①Ａ＋Ｂ≦48万円

→年金は全額支給され、支給停止はない
②Ａ＋Ｂ＞48万円

→支給停止月額＝{(Ａ＋Ｂ)－48万円}×1/2
　
　今回の場合、報酬比例部分が年額120万円ということですので、基本月額(A)10万円、総報酬月額相当額(B)30万円となります。

　Ａ＋Ｂ＝４０万円

　上記①に該当するため年金は全額支給となります。
～70歳以上の健康保険加入者～
厚生年金保険の適用事業所で働く人が70歳に達すると、厚生年金保険は資格喪失するため、保険料の負担はありません。ただし、健康保険の加入者は60歳台後半と同じ仕組みにより支給停止が行われます。（昭和12年4月2日以後生まれの人）
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出産に対しての手続
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